
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地履歴（土壌汚染）調査業務（旧土浦年金事務所外２件）【全国】 
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１．業務の概要 

 ⑴ 本業務は、日本年金機構（以下「機構」という。）が保有する土地について、登記簿

（閉鎖登記簿を含む。）、土地台帳、地形図（旧版地形図を含む。）、住宅地図（旧版住

宅地図を含む。）、航空写真等を調査するほか、周辺地域の聞き取り調査を実施し、土

壌汚染の蓋然性を確認する。 

 ⑵ 当該土地について、特定有害物質取扱事業所又は特定有害物質に該当する物質を取

り扱っていた事業所の設置状況を調査する。設置の事実が確認された場合は、事業所

の名称、物質の使用状況、保管状況、排出状況、使用場所等を調査する。 

  

２．履行期間 

本業務の履行期限は、令和９年１月２９日とする。 

（成果品の提出期限：令和８年１２月２５日） 

 

３．調査対象（土地） 

旧土浦年金事務所 

   茨城県土浦市下高津二丁目７６０ー５ 

   （住居表示：茨城県土浦市下高津二丁目７ー２９） 

財産の数量：登記簿（法務局） １，３７９．６５㎡ 

 

旧横浜中年金事務所 

神奈川県横浜市中区相生町２ー２８ 

（住所表示：神奈川県横浜市中区相生町２ー２８） 

財産の表示：登記簿（法務局）４６４．３１㎡ 

 

旧盛岡年金事務所 

岩手県盛岡市松尾町 57ー137 

（住所表示：岩手県盛岡市松尾町１７ー１３） 

財産の表示：登記簿（法務局）７０７．46 ㎡ 

 

 

４．所管部署（連絡先） 

日本年金機構本部 会計・資産管理部 管財グループ 

住所：〒１６８－８５０５ 東京都杉並区高井戸西３－５－２４ 

  電話：０３－５３４４－１１００ （内線６３３５） 

  FAX：０３－６８９２－７９９３ 

  担当：井齋・山下 

 

５．特記事項 

(1)  土壌汚染対策法に基づき環境省が指定する調査機関（以下「指定調査機関」という）

であること。 

なお、入札書提出時には、当該指定調査機関であることの証明も併せて提出するこ

と。 

また、本業務の履行にあたっては、環境省が土壌汚染対策法ガイドラインで示す地

歴調査チェックリストを用いて作業すること。 

(2)  主任技術者及び担当技術者の配置及び資格要件 

  ① 主任技術者については、1 名配置すること。なお、配置する技術者は、土壌汚



  

 

 

染調査技術管理者の資格を有すること。また、次の資格を有することが望ましい。 

     ・技術士応用理学部門または、技術士（建設部門：建設環境） 

  ② 担当技術者は、1 名以上配置すること。なお、配置する技術者は、次の資格を

有することが望ましい。 

     ・土壌汚染調査技術管理者資格 

     ・技術士応用理学部門または、技術士（建設部門：建設環境） 

  ③ 主任技術者は担当技術者を兼ねることが出来ない。 

 (3)  業務計画書の作成 

本業務に関する関係法令、契約内容等を十分に検討し、本業務遂行にあたっての

方針や作業スケジュールを記載した業務計画等を立案・策定する。 

業務計画等の策定後は、調査を開始する 5日前までに「4．所管部署」に速やか

に業務計画書を提出すること。 

なお、当該計画書には、配置する主任技術者及び担当技術者の氏名及び資格並び

にその資格要件を証明する証明書の写しを添付すること。 

  (4)  業務完了報告書等の提出 

・業務完了報告書を令和 8年１2月２5日までに提出すること。 

   ・業務完了報告書と併せて、別紙１「土地履歴（土壌汚染）調査報告書」、別紙２「土

地履歴概況調査票」、別紙３「土地履歴詳細調査（現地調査）票」を作成し、提出す

ること。土地履歴（土壌汚染）調査報告書には、社名を記名のうえ、社印を押印す

る。 

   ・土壌汚染の蓋然性が認められる場合には、土壌汚染概況調査業務又は詳細調査業務

に係る調査内容、数量及び概算金額見積書を提出すること。見積もる際は、事前に

「4．所管部署」へ連絡すること。 

   ・仕様書に関する質問は、令和８年７月２２日正午までに任意の質問書を郵送または

FAXにより提出すること。質問への回答は令和８年７月２４日までに機構ホームペ

ージに掲載予定。 

 (5) 納品 

   ① 納品物 

    紙媒体３部、及びＰＤＦファイル（ＣＤデータ） 

   ② 納品先 

    「４．所管部署」 

    

６．第三者への委託 

    受託業務の実施にあたり、当該業務を第三者へ委託することはできない。 

 

７．その他 

(1)  本業務の実施に当たり、受託事業者は常に使用器具等の整理整頓を行うとともに、

災害事故の予防対策について、万全を期さなければならない。 

(2)  受託事業者は、本業務の実施に当たって、設備またはその他の備品等に損傷を与え

ぬよう注意をし、万一損傷を与えた場合には、直ちに「4．所管部署」に報告すると

ともに受託事業者の負担において速やかに修復を行うこと。 

(3)  受託事業者は、上記５（３）により作成した業務計画書（案）に基づき、「4．所管

部署」と業務開始前に業務打合せを行うこと。 

(4)  受託事業者は、本業務の実施に当たって、業務日時、業務内容、業務者氏名、立ち

入り場所、使用車両の車種を記載した業務届（様式は任意）を業務日の前日までに提

出し承認を受けること。 



  

 

 

(5)  受託事業者は、本業務の実施に当たり、業務上知り得た情報について、委託期間の

みならず、委託期間終了後においても第三者に漏洩しないこと。 

(6)  本業務に必要な資料、材料、器具及び消耗品は、受託事業者の負担とする。 

(7)  本業務を実施するに当たり、疑義が生じたときは、「4．所管部署」と協議のうえ決

定すること。 

(8)  本業務を実施する際には、受託事業者は業務のために立ち入りを許可された場所以

外への無断立ち入りをしてはならない。 

(9)  本業務に関わる受託事業者は、必ず身分証明書を携帯し、機構関係者から要求があ

った場合は提示しなければならない。 

(10)  本業務の実施内容の不備に起因して発生した事故等については、受託事業者の責

任とし、損害が発生した場合は、受託事業者の負担により速やかに復旧を行うこと。 

(11)  本業務の積算にあたっては、法定福利費を含め本業務に要する一切の費用を見込

むこと。 

(12)  業務実施に当たっての留意事項 

 土地履歴（土壌汚染）調査報告書等は、入札物件に係る重要事項として交付され

るため、個人情報等を記載する場合、開示することに承諾を得たうえで作成するこ

と。 
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（表紙）  

令和○○年○月○日 

 

日本年金機構 理事長代理人 

会計・資産管理部長 岡部 太 殿 

 

 

      会社名                           

                                  代表者名                        ㊞    

                   

 

 

土地履歴（土壌汚染）調査報告書 

 

 

調査場所 

○○○市 ・・・・・・・ 
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（記載例）  

令和○○年○月○日 

土地履歴（土壌汚染）調査報告書 

 

１．調査概要 

  ＜調査場所、調査期間、調査内容等を記載＞ 

２．調査地案内図 

３．調査方法 

４．調査地の情報  

 ４－１ 調査地の状況 

 ４－２ 所有者の変遷 

 ４－３ 調査地の地形・地質 

 ４－４ 周辺地域の聞き取り調査の結果 

５．調査地の土壌汚染評価 

６．添付資料 

 ⑴ 新旧登記簿 

⑵ 旧土地台帳 

⑶ 新旧公図 

⑷ 新旧地形図 

⑸ 新旧住宅地図指揮命令系統 

⑹ 新旧航空写真（※旧航空写真についてはある場合のみで可） 

⑺ 現場調査写真 

 （※旧のものは遡れる一番古い時期まで） 

※用紙のサイズは、原則としてＡ４版とし、全葉にページを付すこと。 
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1

2

（注）１．その他法令上の制限欄は、特別用途地区、高度地区、風致地区、緑地指定等、地区名と規
　　　２．道路の状況欄は、都市計画道路や接面道路の拡幅計画等にも留意する。

都
市
計
画
等

都市計画 □市街化区域　　　　　　□市街化調整区域　　　　　　□都市計画区域外
用途地域 第一種住居　地域　　　□指定なし 建ぺい率／容積率（％） ／

　その他法令上の制限 □有　（日影規制  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　□無
　都市計画事業等 □有　（仮換地指定等　□有　□無）　　　　　　　　　　　　　□無
　道路の状況等 建築基準法第４２条第１項第　　号　その他（　　　　　　　）□無

調査担当者等： 所属                        職名                                    氏名                                    印

所   在   地：

公
的
資
料
調
査

水質汚濁防止法・下水道法の
特定施設

水質汚濁防止法の常時監視結果の
公表内容

地方公共団体の関係条例及び指導要綱等の名称及び内容、その他参考事項

該当・非該当(物質名                                                             )

その他参考事項

(注)書類の保存期限後で破棄されている場合は、その旨記載。

土 地 履 歴 概 況 調 査 票

建
物
登
記
簿

（注）閉鎖登記簿調査で、原則代表地番のみ調査。登記簿上の移動がない場合は｢移動なし｣と記載すること。（以下同様)

（注）可能な限り調査すること。家屋番号が判明すれば記載すること。

移動年月日／理由

所有者の移動／理由建築年月日 家屋番号 構造

地目 地番 地積(分合筆)土地所有者名の推移

用途

聴取相手先(又は氏名) 対象不動産との関係(隣接住居者等)

古
地
図
調
査

発行年と地図会社名（地図掲載の頁数【コピー添付】）

           年発行                            社の地図                             頁による建物用途

           年発行                            社の地図                             頁による建物用途

           年発行                            社の地図                             頁による建物用途

備考:

（注）可能な限り古い年代まで、現況又は物納引受時解体された建物と異なる建物の存在を確認すること。

聴
き
取
り
調
査

備考:

化学工場、金属製品工場、電気機械工場、塗装、鍍金工場、機械器具製造工場、印刷工場、
化学研究施設工場、廃品回収施設、ガソリンスタンド、クリーニング洗濯工場、病院、防衛（軍事）施設、
その他（                                             ）

M・T・S・H            年頃：施設名

登
記
簿
調
査

土
地
登
記
簿
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② 臭いはないか(異臭はないか)

③ 雑草等の生え方に不自然な部分はないか(育成が悪い、
　　生育が良すぎる)

④ 不自然な盛土やコンクリートの塊はないか

⑤ 水溜りや井戸、汚水枡などに虹のような油膜はないか

 現地調査において、確認できたその他特記事項等

⑪ 周囲に井戸はないか

⑫ トランス、キュービクルなどPCBを使用している機器が保管
　　されていないか、又は保管していた経緯はあるか

⑥ 物を燃やした跡はないか。煙突、野外焼却炉はないか

⑨ 隣地や川上に金属製品工場、化学工場はないか

⑩ 付近に工場等がある場合、特別な装備で従事していないか
   （普通の服装・制服での従事か）

土 地 履 歴 詳 細 調 査 ( 現 地 調 査 ) 票

現地調査日： 現地調査日の天候：

所   在   地：

現地調査員：所属                               職名                                           氏名

⑧ 建物があった場合、建物の床はどうか。液体の漏出跡は
　　ないか （コンクリート敷の場合も同様に確認すること）

 調査を行うに至った特記事項等(参考事項等)    (参考)

⑦ 薬品などの容器は転がっていないか

取得要望の有無

① 土壌は不自然な色をしている部分はないか(黒すぎる、
　　黄色い、紫色など)

売却計画の時期

現地調査項目 所見等
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土地履歴調査の判定結果

 土地履歴調査の総合所見




